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(百万円未満切捨て) 
１．平成 20 年 3 月期の連結業績（平成 19 年 4月 1日～平成 20 年 3 月 31 日） 

(1)連結経営成績                                                     （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高  営業利益  経常利益  当期純利益 

 
20 年 3 月期 
19 年 3 月期 

百万円 ％ 
 20,918 △0.2 
 20,966 2.3 

 百万円 ％
 1,170 △16.1
 1,395 △14.5

 百万円 ％ 
 1,008 △11.9 
 1,143 △20.2 

 百万円 ％
 390 6.6
 366 △82.8

 
 1株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後 
1株当たり当期純利益 

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 
20 年 3 月期 
19 年 3 月期 

 円 銭 
 10 22 
9 59 

 円 銭
             
             

％
5.7 
5.4 

％ 
4.7 
5.2 

％
5.6 
6.7 

(参考)持分法投資損益 20 年 3 月期  47 百万円 19 年 3 月期 △43 百万円 
 

(2)連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 
20 年 3 月期 
19 年 3 月期 

百万円 
21,764 
21,040 

百万円
6,943 
6,771 

％ 
31.9 
32.2 

 円 銭
 181 99 
 177 36 

(参考)  自己資本 20 年 3 月期 6,943 百万円 19 年 3 月期 6,771 百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高

 
20 年 3 月期 
19 年 3 月期 

百万円 
△   82 
△  502 

百万円
△  596 
△   27 

百万円 
△  563 
△  433 

百万円
2,751 
3,994 

 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

配当金総額 
(年間) 

配当性向 
(連結) 

純資産 
配当率 
(連結) 

      円  銭      円  銭      円  銭       百万円           ％           ％

19 年 3 月期    ―    2 00    2 00    76   20.9    1.1 

20 年 3 月期    ―    3 00    3 00   115   29.4    1.7 
21 年 3 月期 
(予想)    ―    3 00    3 00    19.1  

 

３．平成 21 年 3 月期の連結業績予想（平成 20 年 4 月 1 日～平成 21 年 3 月 31 日） 
(％表示は、通期は対前期、第 2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 1株当たり当期純利益

 
第 2 四半期連結累計期間 
通  期 

百万円 ％ 
11,650 12.6 
23,900 14.3 

百万円 ％ 
470 △25.3 
1,400   19.6 

百万円 ％ 
390 △28.9 
1,200   19.0 

百万円 ％ 
170 △16.1 
600   53.8 

 円 銭
 4 45 
 15 72 
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４．その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)       無 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更(連結財務諸表作成のための
基本となる重要な事項の変更に記載されるもの) 
① 会計基準等の改正に伴う変更        有 

② ①以外の変更                      無 

〔(注)詳細は、18 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 
 

(3) 発行済株式数(普通株式) 
① 期末発行済株式数(自己株式を含む)  20 年 3 月期  38,522,301 株   19 年 3 月期 38,522,301 株 

② 期末自己株式数                    20 年 3 月期     370,639 株   19 年 3月期    344,589 株 

(注)1 株当たり当期純利益(連結)の算定の基礎となる株式数については、29 ページ「1株当たり情 

報」をご覧ください。 

 

 
(参考)個別業績の概要 
 
１．平成 20 年 3 月期の個別業績（平成 19 年 4 月 1日～平成 20 年 3 月 31 日） 

(1)個別経営成績                                                     （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

 

20 年 3 月期 

19 年 3 月期 

 百万円 ％ 

 19,823 3.9 

 19,072 3.9 

 百万円 ％

 1,106 2.9

 1,075 11.6

 百万円 ％ 

 903 3.2 

 875 10.9 

 百万円 ％

 311 △68.5

 988 △45.7

 

 1株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1株当たり当期純利益 

 
20 年 3 月期 
19 年 3 月期 

円  銭 
8 11 
25 74 

円  銭 
              
              

 

(2)個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

 
20 年 3 月期 
19 年 3 月期 

百万円 
20,837 
20,311 

百万円
6,689 
6,596 

％ 
32.1 
32.5 

 円 銭
 174 40
 171 86

(参考)  自己資本 20 年 3 月期 6,689 百万円 19 年 3 月期 6,596 百万円 
 
 
２．平成 21 年 3 月期の個別業績予想（平成 20 年 4 月 1日～平成 21 年 3 月 31 日） 

(％表示は、通期は対前期、第 2四半期累計期間は対前年同四半期増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 1株当たり当期純利益

 
第 2四半期累計期間 
通  期 

百万円 ％
11,300 14.1 
23,000 16.0 

百万円 ％ 
450 △26.3 
1,300   17.5 

百万円 ％ 
350 △30.6 
1,070   18.4 

百万円 ％ 
150 △14.5 
500   60.7 

 円 銭
 3 91 
 13 03 

 

 

 

 

 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の

業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料 5ページをご参照ください。 
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１．経営成績 
(１)経営成績に関する分析 

わが国の医薬品業界を取り巻く環境は、医療財政のひっ迫を背景として医療費抑制策が毎年のよう

に推進されています。国は、昨年 6月に「平成 24 年度までにジェネリック医薬品の数量シェアを 30％

以上に拡大する」という目標を掲げ、10 月には「後発医薬品の安心使用促進アクションプログラム」

において、ジェネリック医薬品普及のための環境整備として、安定供給、品質、情報提供面でジェネ

リック医薬品にも新薬と同等の水準を確保するよう求めております。また、平成 20 年度からは、ジェ

ネリック医薬品使用拡大のさらなる推進策として、ジェネリック医薬品に係る処方せん様式の再変更

や、調剤体制加算などが新たに打ち出され、今後、ジェネリック医薬品企業への市場の期待と社会の

要請は一層高まってくるものと考えられています。 

こうした業界の動向を見据え、当社グループは、昨年4月からスタートした中期経営計画「Next Stage

『飛躍』」において、ジェネリック医薬品事業で病院市場におけるプレゼンスを確立するべく、当該期

間 5 年間にわたりジェネリック医薬品事業に経営資源を重点的に配分することを明確に打ち出し、初

年度の計画達成に向けて全社一丸となって取り組んでまいりました。 

 

①【医薬品事業】 

(イ)医療用医薬品 

当社は、ジェネリック医薬品とアルカリ化療法剤「ウラリット-Ｕ散・錠」の普及を医薬品事業にお

ける 2つの柱としております。 

とりわけジェネリック医薬品につきましては、業界を取り巻く劇的な環境変化に対し、すでに昨年

4 月より病院・調剤部、特約店推進部、医薬マーケティング部を新設し、ジェネリック医薬品の需要

拡大に十分対応できるよう組織改革を進めたことに加え、現在、「後発医薬品の安心使用促進アクショ

ンプログラム」に万全の対応を行うべく、全社を挙げて体制の見直しと強化に取り組んでおります。

また、平成 20 年度以降の保険薬局でのジェネリック医薬品需要拡大を予測して、昨年末より流通卸と

の連携強化を図りながら、安定供給のための製品増産と備蓄体制の強化を行ってまいりました。変化

の激しい業界環境下にあって、このように市場や社会の要請に一つひとつ着実に対応していくことで、

ジェネリック医薬品に対する安心と信頼感を育むとともに社会的認知度を高め、国の推し進めるジェ

ネリック医薬品使用拡大による社会保障費の効率化に貢献していく所存です。 

また、もう一方の柱であるアルカリ化療法剤「ウラリット-Ｕ散・錠」につきましても売上は堅調に

推移しており、高尿酸血症治療における酸性尿改善の意義に関する、各種診療ガイドラインを中心と

した普及活動の成果が着実に実っているものと考えています。 

これらの活動を行いつつ、昨年、注射剤 3 成分を含む 8 成分のジェネリック医薬品を上市し、更に

品揃えの強化を図ったことにより、ジェネリック医薬品の売上高は前期比 7.4％の増収を達成するこ

とができました。また、「ウラリット-Ｕ散・錠」の売上高は、前期比 12.7％の増収となりました。 

なお、医療用医薬品の売上比率を薬効別にみますと、「ウラリット-Ｕ散・錠」等の代謝性医薬品27.8％、

神経系および感覚器官用薬 23.1％、循環器官用および呼吸器官用薬 23.1％、病原生物用薬 11.6％、

消化器官用薬 4.6％、腫瘍用薬 1.8％、その他 8.0％となっています。 

ジェネリック医薬品の研究開発では、当社および当社関係会社である日本薬品工業株式会社、提携

関係にある世界トップグループのジェネリック医薬品企業 Ranbaxy Laboratories Limited（インド）

の三社が一体となって製品開発を進めているほか、他のジェネリック医薬品専業メーカーとの共同開

発にも取り組み、品揃えの強化を図ってまいりました。 

また、新薬の研究開発では、引き続き探索研究に重点を置き、その成果を海外企業へ早期段階で導

出することで、開発上のリスクを軽減しつつ開発スピードを高めております。平成 17 年に開発ベンチ

ャー企業である Velcura Therapeutics Inc.（米）に導出したカテプシン K 阻害薬（骨吸収抑制、骨

形成促進作用による骨疾患の治療薬）の「NC-2300」、同じく Cerenis Therapeutics S.A.（仏）に導

出した PPARδアゴニスト（脂質代謝改善薬）に関しましては、順調に開発ステージを進展させており、

特に「NC-2300」に関しましては、本年 2月、東京医科歯科大学との共同研究の成果が Science 誌に掲

載され、国内外から大きな注目を集めております。 

海外展開に関しましては、韓国の提携先による鎮痛・消炎剤「ソレトン錠」、高血圧症治療剤「カル

バン錠」の販売が引き続き堅調に推移しております。また、中国市場への取り組みを加速するため、

昨年 11 月には上海に駐在事務所を新設し業務を開始いたしました。 
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(ロ)臨床検査薬 

自社開発のアレルギー検査薬「オリトンＩｇＥ『ケミファ』」は本年 3月に花粉の飛散が増加したこ

とにより前年度を上回る売上高を確保することができましたが、主力である糖尿病診断指標ヘモグロ

ビン A1c の市場において競争が激化し、臨床検査薬全体の売上高は前年度を若干下回る結果となりま

した。 

(ハ)ヘルスケア製品 

モイスポリアホワイト、ウエルアップ等の主力商品売上高は前年度を上回ったものの、姫マツタケ

をはじめとする健康食品市場が依然として厳しい環境にあり、ヘルスケア製品全体の売上高は前年度

を下回る結果となりました。 

 

以上の結果、医薬品事業全体の売上高は、ジェネリック医薬品および「ウラリット-Ｕ散・錠」の増

収等により 19,823 百万円（前期比 3.9％増）となり、営業利益はジェネリック医薬品売上比率の増加

に伴う原価率の上昇および販売促進費の増加等により 1,106 百万円（前期比 2.9％増）となりました。 

 

②【その他の事業】 

受託試験事業を営む株式会社化合物安全性研究所の受注は引き続き堅調に推移しましたが、競争の

激化による原価率が上昇したことなどにより、売上高は 1,095 百万円（前期比 3.5％減）、営業利益は

66 百万円（前期比 52.8％減）となりました。 

 

以上の結果、各事業セグメントを通算した業績は、医薬品事業では増収となりましたが、前期まで

子会社であったウエルライフ株式会社が当期には連結範囲から除外されたことから、当期の連結売上

高は 20,918 百万円（前期比 0.2％減）、連結経常利益は 1,008 百万円（前期比 11.9％減）となりまし

た。また、当期純利益については、前期においてウエルライフ株式会社の株式譲渡による関係会社株

式売却損を特別損失に計上した影響等により 390 百万円（前期比 6.6％増）となりました｡ 

 

 

 

事業の種類別セグメント実績 (単位：百万円、％) 

当連結会計年度(自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3 月 31 日) 

売 上 高 営 業 利 益 種類別セグメントの名称 

金 額 
対前期 
増減額 

増減率 金 額 
対前期 
増減額 

増減率 

医 薬 品 事 業 19,823 750 3.9 1,106 31 2.9

老人ホーム運営事業 － △ 758 △100.0 － △ 202 △100.0

そ の 他 の 事 業 1,095 △  40 △  3.5 66 △  74 △ 52.8

(注)1.売上高はセグメント間の内部売上高を相殺しております。 

  2.前連結会計年度において連結子会社でありましたウエルライフ㈱は、前連結会計年度末に株式を売却したこ

とに伴い、連結の範囲から除外しております。この処理に伴い、前連結会計年度にありました「老人ホーム

運営事業」のセグメントはなくなりました。 
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(次事業年度の見通し)  
ジェネリック医薬品に係る環境が激変する中、市場拡大への期待感のみならず、国が業界に対して求

める重い社会的責任は、新薬メーカーのノウハウを有し安定供給、品質、情報提供面で優位性を持つ当

社グループにとって大きなビジネスチャンスと捉えております。この機を逸することなく、当社グルー

プは中期経営計画「Next Stage『飛躍』」の達成に向け、ジェネリック医薬品の自社開発・生産体制の強

化を進めるとともに、国内外メーカーと更なる協力関係を構築し、安定供給、品質、情報提供、コスト

競争力の全てにおいて優位性を獲得するため、着実に準備を進めてまいります。中期経営計画 2 年目で

ある平成 20 年度は、ＤＰＣ対象病院が 360 病院から 718 病院に倍増することを受けて、ジェネリック注

射剤の更なる品揃えと採用促進に取り組んでまいります。また、保険薬局におけるジェネリック医薬品

の市場拡大に対応してシェア拡大を図るためには、保険薬局での当社製品の認知度を高めるとともに、

流通卸から推奨を受けることが最大のポイントになると考えております。そのために流通卸との更なる

連携強化を図りながら、保険薬局や患者様のニーズに対応した製剤工夫などにも注力していく所存です。

また、信頼できるジェネリック医薬品を提供するメーカーとして、医療関係者だけでなく一般消費者の

皆様にも広く当社の取り組みをご理解いただけるよう、テレビなどマスメディアを通じた広告宣伝も行

ってまいります。 

他方、｢ウラリット-Ｕ散・錠｣に関しましては、平成 20 年度から始まる特定健診および特定保健指導

により、メタボリックシンドロームの関連因子として高尿酸血症および酸性尿が更に認知、注目されて

くることが期待されています。今後もガイドラインを中心に積極的な普及活動を継続するとともに、本

年はウラリット発売 20 周年記念として、高尿酸血症・痛風における腎障害、尿路結石の予防・治療に資

するデータの取得を加速させてまいります。 

研究開発分野では、中期経営計画の進展をバックアップすべく、引き続きジェネリック医薬品の積極

的な開発を進め、本年 7月には自社開発品を含む 10 規格以上の発売を計画しております。新薬開発では

欧米の開発ベンチャー企業に導出した 2 品目の一層の開発進展を図るべく、導出先企業との協力関係を

強固にするとともに、新たな候補物質の絞り込みと導出を目指します。 

海外展開では、中国を中心とするアジア各国への展開を更に進めていきたいと考えております。 

臨床検査薬およびヘルスケア製品の分野では、それぞれ既存品の売上拡大と特長のある新しい商品の

開発を目指しております。 

これらに加えて、今後とも全事業分野において経営の合理化・効率化を徹底し、安定した売上と利益

を確保することにより、株主の皆様の利益還元への期待に応えられる企業を目指して一層の経営努力を

図ってまいる所存です。 

 

 

以上により、平成 21年 3月期連結会計年度については、売上高 23,900 百万円(前年同期比 14.3％増)、

営業利益 1,400 百万円(同 19.6％増)、経常利益 1,200 百万円(同 19.0％増)、当期純利益 600 百万円(同

53.8％増)の見込みであります。 
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(２) 財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

(イ)資産 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、2.1％減少し、9,898 百万円となりました。これは、社

債の償還、固定資産購入支払等により、現金及び預金が、1,242 百万円減少したことなどによります。

（なお、現金及び預金の詳しい内容につきましては、15 ページの連結キャッシュ・フロー計算書を

ご参照ください。） 

固定資産は、前連結会計年度末に比べ 8.6%増加し、11,860 百万円となりました。これは、本社リ

ニューアル工事並びに「ウラリット－Ｕ散」製造設備増強により、建物及び構築物が 519 百万円の増

加、機械装置及び運搬具が 191 百万円の増加となっております。 

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて、3.4％増加し、21,764 百万円となりました。 

(ロ)負債 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、6.6％増加し、9,982 百万円となりました。これは、仕

入商品の増加等に伴い、支払手形及び買掛金が 26.7％増加し、4,435 百万円となったことなどにより

ます。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて、1.3％減少し、4,839 百万円となりました。これは、長

期借入金が 39.2％増加し、2,254 百万円となったものの、社債の償還、退職慰労金の支払等により減

少したものであります。 

(ハ)純資産 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、2.5％増加し、6,943 百万円となりました。これは、

その他有価証券評価差額金が128百万円減少したものの当期純利益を390百万円計上したことによる

ものです。 

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、営業活動により

82 百万円減少いたしました。また、投資活動においては 596 百万円の減少、財務活動においては、563

百万円の減少となりました。 

この結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は 2,751 百万円(前年同期比 31.1％減)となりま

した。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において、営業活動による資金は、仕入債務の増加等による増加がありましたが、

たな卸資産の増加及び法人税等の支払により、82 百万円の減少(前連結会計年度は 502 百万円の減少)

となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において、投資活動による資金は、関係会社株式の売却及び貸付金回収による収入

がありましたが、長期預金の預入による支出並びに有形固定資産取得による支出により、596 百万円

の減少(前連結会計年度は 27 百万円の減少)となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において、財務活動による資金は、長期借入金の借入収入による増加があったもの

の、短期・長期借入金の返済及び社債の償還による支出が上回ったため、563 百万円の減少(前連結会

計年度は 433 百万円の減少)となりました。 
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③キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 20年3月期

自己資本比率 16.9％ 20.1％ 29.4％ 32.2％ 31.9％

時価ベースの自己資本比率 68.4％ 86.2％ 155.3％ 116.7％ 100.1％

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 6.2年 4.9年 2.8年 4.9年 8.4年

インタレスト・カバレッジ・レシオ 3.7 7.2 10.4 6.7 3.3 

自己資本比率：自己資本/総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー/利払い 
1. いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
2. 株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数(自己株控除後)をベースに計算しております。 
3. キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フロー(利息の支払額及び法人税等の支払額控除前)を使用してお
ります。 
4. 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお
ります。 
 

(３) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要政策の一つとして位置付けており、今後予想さ

れる業界の競争激化に備え、経営全般の効率化による収益力の向上と財務体質の強化を図るとともに、

安定的な配当を行うことを基本としております。 

内部留保につきましては、主に研究開発、生産設備の増強等、事業活動の拡大並びに経営基盤の強化

に活用してまいります。 

当期の配当につきましては、1株当たり 3円を予定しております。 

また、次期の配当につきましては、1株当たり期末配当金 3円を予定しております。 

 

(４) 事業等のリスク 

当社及び当社グループの事業に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。 

(法規制等に関わるリスク) 

当社グループの事業は、主に薬事法関連法規等に服しており、それら規制に基づく製品の回収や製造

あるいは販売中止などにより、業績に影響を及ぼす可能性があります。また、医療政策及び保険制度の

動向により業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(医薬品の副作用・品質に関わるリスク) 

市販後の予期せぬ副作用の発生、製品に不純物が混入する等の事故、法規制により、製品の回収又

は製造、あるいは販売中止を余儀なくされる可能性があります。その場合は、当社グループの事業に

影響を及ぼすリスクとなります。 

(製造の遅滞又は休止するリスク) 

技術的もしくは規制上の問題、又は火災、地震その他の人災もしくは自然災害により、製品を製造

する製造施設において操業停止又は混乱が発生した場合、当該製品の供給が停止し、当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(医薬品の研究開発に関わるリスク) 

研究開発が計画どおり進行せず、新製品の発売が遅れる可能性があります。臨床試験で新薬の候補

品が期待どおりの効果を得られなかった場合や、安全性が危惧される結果となった場合、開発期間の

延長、開発の中断あるいは中止する場合があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

(医薬品の営業に関わるリスク) 

当社医薬品のうち、主力３品目の売上が売上高合計の約 40％に達します。今後、これらの品目に関

して売上減少となる要因が発生した場合、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(訴訟等のリスク) 

当社グループが継続して事業活動を行う過程において、製造物責任関連、環境関連、労務関連、そ

の他に関する訴訟の提起、また、当社グループは新医薬品に加え、ジェネリック医薬品を販売してい

ることから、特許訴訟を提起される可能性があります。 
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２.企業集団の状況 
当社グループは、当社と連結子会社２社及び関連会社２社の５社で構成されており、医療用医薬品を

中核として、医療・健康・美容関連事業を行っております。 

当社グループが営んでいる主な事業内容と、当社グループを構成している各社の事業に係る位置付け

の概要及び事業の種類別セグメントとの関係は次のとおりであり、事業の種類別セグメントと同一の区

分であります。 

前連結会計年度において持分法適用関連会社でありましたメディカル・システム・サービス㈱は、当

連結会計年度に株式を売却したことに伴い、持分法適用の対象から除外しております。 

 

 

 

得 意 先            

 

 

製品の販売及び 
受託サービスの提供 

製
品
の
販
売

医薬品事業 

 
【医療用医薬品関連】

※日本薬品工業㈱ 
※ジャパンソファルシム㈱          

 
当 社     

【安全性試験の受託等】 
○㈱化合物安全性研究所 

その他の事業 
【健康・美容関連】 
○シャプロ㈱ 

原料・製品
の供給 

製品の販売

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○

※  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 連結子会社 
持分法適用関連会社
その他の取引 
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３．経 営 方 針 

(1)経営の基本方針 

当社グループは、「医療・福祉・健康関連分野で、医薬品を中核としたトータルヘルスケアを提案し、

人々の健康で豊かな生活に貢献する」ことを経営理念とし、国内外において存在価値のある企業グルー

プとして発展することを目指しております。 

 

(2)中長期的な経営戦略及び対処すべき課題 

医薬品業界は、薬価改定、高齢者医療制度変更等、引き続き医療費抑制策が促進されています。また、

ジェネリック医薬品については、普及のための環境整備として、昨年 10 月に「後発医薬品の安心使用

促進アクションプログラム」が発表されました。一方、本年 4月ジェネリック医薬品に係る処方せん様

式の再変更、調剤体制加算等の開始により、当社グループにとって業績拡大に向けた追い風が吹いてお

ります。 

このような状況の中、当社では、昨年 4 月にスタートした中期経営計画「Next Stage『飛躍』」達成

のため、ジェネリック医薬品について、サプライチェーンを中心に当社グループの持てる経営資源を集

中的に投下し、販売については、特に本年販売の超大型ジェネリック医薬品の拡販に注力し、開発・生

産においては、15 規格自社開発体制の早期構築を目指します。「ウラリット－Ｕ散・錠」については、

中長期的な戦略商品と位置づけ、エビデンス取得への取組みを継続しつつ、高尿酸血症領域でのポジシ

ョニングをさらに確かなものにするための核として拡販していきます。 

また、当社グループは、以下の項目を経営課題として、当社独自の競争優位性を現実のものとし、企

業価値の最大化を目指しております。 

 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

ジェネリック医薬品の拡販強化 

国の施策として「処方せん様式の再変更」「調剤薬局の負担の評価」「療養担当規則における後発

医薬品規定」等、ジェネリック医薬品マーケットの拡大が期待されるなか、ＤＰＣ病院の拡大、公

的病院の経営改善、大型ジェネリック医薬品の上市、メタボリック健診等、ジェネリック医薬品拡

大の材料が出揃う環境において、当社は、ジェネリック医薬品の安定供給に対応する品揃え、特約

店に対する積極的な流通施策、ユーザーに対する新聞広告・ＴＶコマーシャル等を打ち出し、この

チャンスを業績拡大に結び付け、ジェネリック医薬品売上倍増を目指します。 

開発パイプラインの確保 

ベンチャー企業精神を持って創薬・探索業務に取り組むとともに、開発パイプラインを確保し、

新薬シーズ 5品目を常時導出できる体制を構築します。 

臨床検査薬事業の事業構造の転換 

HbA1c分析計G8 によるメタボリック健診市場の開拓及びアレルギー装置DiaPack2000・MI01 の納

入促進とオリトンＩｇＥ「ケミファ」を拡販し、開発に注力した事業展開により自社品を中心とし

た事業構造の転換を継続します。 

ヘルスケア商品の販売チャネルを見直し、日本ケミファ㈱の企業ブランドの浸透を図る。 

品質の確保と安定供給および情報提供体制の強化 

ＩＲ活動の充実による企業価値向上の推進 
内部統制システムの維持・向上と情報セキュリティの強化 
グループ会社の経営基盤の強化によるグループ企業価値の向上を目指す。 
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４．連結財務諸表等 

(１)連結貸借対照表 
(単位：百万円) 

前連結会計年度 

(平成 19 年 3 月 31 日) 

当連結会計年度 

(平成 20 年 3 月 31 日) 
増 減 期 別 

科 目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（資 産 の 部） ％ ％ 

流 動 資 産 10,109 48.1 9,898 45.5 △  211

現 金 及 び 預 金 3,994 2,751  △1,242

受取手形及び売掛金 3,864 4,109  244

た な 卸 資 産 1,328 2,311  982

短 期 貸 付 金 250 ―  △  250

繰 延 税 金 資 産 388 374  △   14

そ の 他 284 352  68

貸 倒 引 当 金 △     0 △     0  △    0

固 定 資 産 10,920 51.9 11,860 54.5 940

有 形 固 定 資 産 8,186 38.9 8,925 41.0 739

建 物 及 び 構 築 物 2,264 2,784  519

機械装置及び運搬具 285 476  191

工 具 器 具 備 品 158 186  28

土 地 5,478 5,478  ― 

無 形 固 定 資 産 21 0.1 46 0.2 24

ソ フ ト ウ エ ア ― 24  24

電 話 加 入 権 21 21  ― 

投 資 そ の 他 の 資 産 2,711 12.9 2,888 13.3 176

投 資 有 価 証 券 1,810 1,594  △  216

長 期 貸 付 金 11 9  △    1

長 期 前 払 費 用 35 15  △   19

敷金及び差入保証金 164 169  4

繰 延 税 金 資 産 298 237  △   61

そ の 他 511 973  462

貸 倒 引 当 金 △   119 △   111  8

繰 延 資 産 10 0.0 5 0.0 △    4

社 債 発 行 費 10 5  △    4

資 産 合 計 21,040 100.0 21,764 100.0 724
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(単位：百万円) 

前連結会計年度 

(平成 19 年 3 月 31 日) 

当連結会計年度 

(平成 20 年 3 月 31 日) 
増 減 期 別 

科 目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（負 債 の 部） ％ ％ 

流 動 負 債 9,364 44.5 9,982 45.9 617

支払手形及び買掛金 3,500 4,435  935

短 期 借 入 金 820 464  △  356

一年内償還予定の社債 420 320  △  100

一年内返済予定の長期借入金 1,867 1,533  △  334

未 払 金 106 287  180

未 払 法 人 税 等 394 251  △  143

未 払 消 費 税 等 88 ―  △   88

未 払 費 用 1,235 1,430  194

預 り 金 335 279  △   56

返 品 調 整 引 当 金 4 5  1

販 売 促 進 引 当 金 214 230  16

前 受 収 益 252 252  △    0

そ の 他 125 493  368

固 定 負 債 4,904 23.3 4,839 22.2 △   65

社 債 830 510  △  320

長 期 借 入 金 1,619 2,254  634

退 職 給 付 引 当 金 301 279  △   21

退 職 慰 労 引 当 金 547 200  △  347

再評価に係る繰延税金負債 1,589 1,589  ―

そ の 他 16 4  △   11

負 債 合 計 14,269 67.8 14,821 68.1 552

（純 資 産 の 部）  

株 主 資 本 4,714 22.4 5,014 23.0 300

資 本 金 4,304 20.4 4,304 19.8 ―

資 本 剰 余 金 0 0.0 0 0.0 0

利 益 剰 余 金 545 2.6 858 3.9 313

自 己 株 式 △   136 △  0.6 △   149 △  0.7 △   13

評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,056 9.8 1,928 8.9 △  128

その他有価証券評価差額金 23 0.1 △   104 △  0.4 △  128

土 地 再 評 価 差 額 金 2,033 9.7 2,033 9.3 ―

少 数 株 主 持 分 ― ― 0 0.0 0

純 資 産 合 計 6,771 32.2 6,943 31.9 172

負 債 純 資 産 合 計 21,040 100.0 21,764 100.0 724
 

11 



 

 
日本ケミファ㈱ (4539) 平成 20 年 3月期決算短信 

(２)連結損益計算書 
(単位：百万円) 

前連結会計年度 
自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年4月 1日 
至 平成20年3月31日 

増 減 期 別 
 

科 目 
金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

営 業 収 益  ％  ％ 

売 上 高 20,966 100.0 20,918 100.0 △   47

営 業 費 用    

売 上 原 価 8,680 41.4 8,779 42.0 99

返品調整引当金繰入額 2 1  △    0

販売費及び一般管理費 10,888 51.9 10,967 52.4 78

営 業 費 用  計 19,570 93.3 19,747 94.4 177

営 業 利 益 1,395 6.7 1,170 5.6 △  224

営 業 外 収 益    

受 取 利 息 1 19  17

受 取 配 当 金 20 27  6

固定資産賃貸料収入 32 33  0

持分法による投資利益 ― 47  47

そ の 他 39 27  △   11

営 業 外 収 益  計 94 0.5 154 0.7 60

営 業 外 費 用    

支 払 利 息 111 115  3

手 形 売 却 損 51 60  9

支 払 手 数 料 76 68  △    7

持分法による投資損失 43 ―  △   43

そ の 他 62 72  9

営 業 外 費 用  計 346 1.7 316 1.5 △   29

経 常 利 益 1,143 5.5 1,008 4.8 △  135

特 別 利 益    

投資有価証券売却益 387 ―  △  387

関係会社株式売却益 ― 232  232

特 別 利 益  計 387 1.8 232 1.1 △  155

特 別 損 失    

た な 卸 資 産 廃 棄 損 115 ―  △  115

固 定 資 産 売 却 損 19 ―  △   19

固 定 資 産 除 却 損 1 52  51

投資有価証券等評価損 ― 212  212

関係会社株式売却損 442 ―  △  442

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 5 31  25

社 葬 費 用 ― 28  28

特 別 損 失  計 585 2.8 323 1.5 △  261

税金等調整前当期純利益 946 4.5 917 4.4 △   29

法人税、住民税及び事業税 894 4.3 363 1.7 △  530

法 人 税 等 調 整 額 △   313 △  1.5 163 0.8 476

当 期 純 利 益 366 1.7 390 1.9 24
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日本ケミファ㈱ (4539) 平成 20 年 3月期決算短信 

(３)連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度(自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3 月 31 日) 

(単位：百万円) 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 18 年 3月 31 日残高 4,304 0 179 △ 127 4,356

連結会計年度中の変動額  

当期純利益 ― ― 366 ― 366

自己株式の取得 ― ― ― △   9 △   9

自己株式の処分 ― 0 ― 0 0

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額（純額） 

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 ― 0 366 △   8 357

平成 19 年 3月 31 日残高 4,304 0 545 △ 136 4,714

 

評価・換算差額等 

 その他有価証
券評価差額金

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成 18 年 3月 31 日残高 332 2,033 2,365 6,722 

連結会計年度中の変動額  

当期純利益 ― ― ― 366 

自己株式の取得 ― ― ― △   9 

自己株式の処分 ― ― ― 0 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額（純額） 

△ 308 ― △ 308 △ 308 

連結会計年度中の変動額合計 △ 308 ― △ 308 48 

平成 19 年 3月 31 日残高 23 2,033 2,056 6,771 
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日本ケミファ㈱ (4539) 平成 20 年 3月期決算短信 

当連結会計年度(自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3 月 31 日) 

(単位：百万円) 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 19 年 3月 31 日残高 4,304 0 545 △ 136 4,714

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当 ― ― △  76 ― △  76

当期純利益 ― ― 390 ― 390

自己株式の取得 ― ― ― △  14 △  14

自己株式の処分 ― 0 ― 0 0

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額（純額） 

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 ― 0 313 △  13 300

平成 20 年 3月 31 日残高 4,304 0 858 △ 149 5,014

 

評価・換算差額等 

 その他有価証
券評価差額金

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

平成 19 年 3月 31 日残高 23 2,033 2,056 ― 6,771

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当 ― ― ― ― △  76

当期純利益 ― ― ― ― 390

自己株式の取得 ― ― ― ― △  14

自己株式の処分 ― ― ― ― 0

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額（純額） 

△ 128 ― △ 128 0 △ 127

連結会計年度中の変動額合計 △ 128 ― △ 128 0 172

平成 20 年 3月 31 日残高 △ 104 2,033 1,928 0 6,943
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日本ケミファ㈱ (4539) 平成 20 年 3月期決算短信 

(４)連結キャッシュ・フロー計算書 
(単位：百万円) 

前連結会計年度 
自 平成18年 4月 1日 
至 平成19年 3月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年 4月 1日 
至 平成20年 3月31日 

期 別

 

科 目 金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 946 917 

減価償却費 253 282 

社債発行費の償却額 3 4 

貸倒引当金の減少額 △    36 △     8 

販売促進引当金の増加額 11 16 

退職給付引当金の減少額 △    25 △    21 

退職慰労等引当金の増減額 77 △   345 

受取利息及び受取配当金 △    22 △    46 

支払利息 111 115 

手形売却損 51 60 

固定資産売却損 19 ― 

固定資産除却損 1 52 

投資有価証券売却益 △   387 ― 

投資有価証券等評価損 ― 212 

関係会社株式売却益 ― △   232 

関係会社株式売却損 442 ― 

売上債権の増加額 △   318 △   244 

たな卸資産の増加額 △   158 △   996 

たな卸資産廃棄損失 115 ― 

未収入金他流動資産の増加額 △   132 △    62 

仕入債務の増加額 147 935 

その他流動負債の増加額 80 17 

未払消費税等の増減額 9 △    88 

預り保証金他固定負債の減少額 △   155 ― 

長期前払費用の減少額 21 19 

その他 45 △    29 

小計 1,101 556 

利息及び配当金の受取額 22 45 

利息の支払額 △   167 △   179 

法人税等の支払額 △ 1,460 △   504 

  営業活動によるキャッシュ・フロー △   502 △    82 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産取得による支出 △   192 △   423 

有形固定資産売却に係る収入 32 ― 

無形固定資産取得による支出 ― △    24 

投資有価証券取得による支出 △   656 △   254 

投資有価証券の売却による収入 417 ― 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却 
による収入 

577 ― 

関係会社株式の売却による収入 ― 330 

貸付金貸付による支出 △   254 △     1 

貸付金回収による収入 13 253 

差入保証金の回収収入 4 0 

長期預金の預入支出 ― △   500 

その他の投資に係る支出 △    11 △    11 

その他の投資の回収収入 ― 40 

その他 41 △     4 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △    27 △   596 
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日本ケミファ㈱ (4539) 平成 20 年 3月期決算短信 

 
(単位：百万円) 

前連結会計年度 
自 平成18年 4月 1日 
至 平成19年 3月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年 4月 1日 
至 平成20年 3月31日 

期 別

 

科 目 金 額 金 額 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額 7 △   356 

長期借入金の借入による収入 1,730 2,450 

長期借入金の返済による支出 △ 2,342 △ 2,149 

社債の発行による収入 500 ― 

社債の償還による支出 △   320 △   420 

少数株主による株式払込収入 ― 0 

配当金の支払額 ― △    76 

その他 △     8 △    12 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △   433 △   563 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額 △   963 △ 1,242 

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高 4,957 3,994 

Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高 3,994 2,751 
   
 

16 



 

 
日本ケミファ㈱ (4539) 平成 20 年 3月期決算短信 

(５)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数    ……２社 

会 社 名      ……㈱化合物安全性研究所、シャプロ㈱ 

 
２．持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用の関連会社数……２社 

会 社 名      ……日本薬品工業㈱、ジャパンソファルシム㈱ 

前連結会計年度において持分法適用関連会社でありましたメディカ

ル・システム・サービス㈱は、当連結会計年度に株式を売却したこと

に伴い、当連結会計年度より持分法適用の対象から除外しております。 

なお、上記除外は中間期末除外であるため、当該会社の上半期の持

分法による投資利益については連結財務諸表に含めております。 

(2)持分法を適用しない関連会社数……１社 

会 社 名      ……ウエルライフ㈱ 
 
持分法を適用しない理由 

 当該持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 
(1)資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの ……決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、移動平均法により算定) 

時価のないもの ……移動平均法による原価法 

②たな卸資産 

先入先出法による原価法 

(2)減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については定額法によっ

ております。 

②無形固定資産 

定額法によっております。 

(3)繰延資産の処理方法 

社債発行費 

社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。 

ただし、前々連結会計年度以前に発行した社債に係る社債発行費については、3年間で均等償却

を行っております。 

(4)引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

連結会計年度末の債権に対する貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
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日本ケミファ㈱ (4539) 平成 20 年 3月期決算短信 

②退職給付引当金 

当社及び連結子会社において、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上し

ております。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(11 年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処

理しております。 

過去勤務債務については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(11年)による定額法により按分した額を発生の連結会計年度より費用処理しております。 

③退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規による支払見込相当額を計上しております。 

④返品調整引当金 

返品による損失に備えるため、法人税法に定める限度相当額を計上しております。 

⑤販売促進引当金 

販売した製品・商品に対する将来の販売促進費の支出に備えるため、直近の実績を基礎にして計

上しております。 

(5)リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(6)ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、特例処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金の利息 

③ヘッジ方針 

金利の変動によるリスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っておりますが、投機的な取引

は行っておりません。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略してお

ります。 

(7)消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 

 
６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
手許現金、要求払預金及び取得日から 3 ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。 

 

 

(６)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
(有形固定資産の減価償却の方法) 

当連結会計年度から、法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律 平成 19 年 3 月 30 日 法

律第 6号)及び(法人税法施行令の一部を改正する政令 平成 19 年 3 月 30 日 政令第 83 号))に伴い、平

成 19 年 4月 1日以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。 

これに伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益はそれぞれ 18 百万円減少しております。 

また、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 
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日本ケミファ㈱ (4539) 平成 20 年 3月期決算短信 

(７)連結財務諸表に関する注記事項 

[連結貸借対照表関係] 

 前連結会計年度  当連結会計年度

１．有形固定資産の減価償却累計額 11,425 百万円  10,850 百万円

  

２．担保に供している資産  

      有 形 固 定 資 産 6,000 百万円  6,346 百万円

      投 資 有 価 証 券 415 百万円  244 百万円

    担 保 付 債 務  

   短 期 借 入 金 320 百万円  264 百万円

   一年内返済予定の長期借入金 1,231 百万円  673 百万円

   長 期 借 入 金 528 百万円  849 百万円

  

３．偶 発 債 務 160 百万円  70 百万円

  

４．受取手形割引高 3,040 百万円  2,930 百万円

  

５．土地の再評価に関する法律(平成10年3月31日公布法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を行い、再

評価に係る繰延税金負債を負債の部に、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3月31日公布政令第119号)第2条第4号に基づいて算定してお

ります。 

 前連結会計年度 当連結会計年度

再評価を行った年月日 平成 12 年 3月 31 日 平成 12 年 3月 31 日

再評価を行った土地の期末における 
時価と再評価後の帳簿価額との差額 

△ 1,245 百万円 △ 1,162 百万円

 

 

[連結損益計算書関係] 

 前連結会計年度  当連結会計年度

１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額  

   広 告 宣 伝 費 210 百万円  215 百万円

   販 売 促 進 費 2,173 百万円  2,385 百万円

   旅 費 交 通 費 615 百万円  610 百万円

   給 与 手 当 3,453 百万円  3,588 百万円

   手 数 料 816 百万円  828 百万円

   研 究 開 発 費 1,464 百万円  1,317 百万円

  

２．一般管理費に含まれる研究開発費の総額 1,464 百万円  1,317 百万円

 

 

 

[連結株主資本等変動計算書関係] 

前連結会計年度(自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3 月 31 日) 
 
１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 38,522,301 ― ― 38,522,301 
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２．自己株式に関する事項 
株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 332,345 13,144 900 344,589 

 （変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加              13,144 株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買増請求による減少               900 株 
 
３．配当に関する事項 
 
基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当の 
原資 

配当金 
の総額 
(百万円) 

1 株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成 19年 6月 28 日 
定時株主総会 

普通株式 
利益 
剰余金 

76 2.00 
平成 19 年 
3 月 31 日 

平成 19 年 
6 月 29 日 

 
 

当連結会計年度(自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3 月 31 日) 
 
１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 38,522,301 ― ― 38,522,301 

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 344,589 27,550 1,500 370,639 

 （変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加              27,550 株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買増請求による減少             1,500 株 
 
３．配当に関する事項 
 
(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金 
の総額 
(百万円) 

1 株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成 19 年 6月 28 日 
定時株主総会 

普通株式 76 2.00 平成 19 年 3月 31 日 平成 19 年 6月 29 日

 
 
(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当の 
原資 

配当金 
の総額 
(百万円) 

1 株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成 20年 6月 27 日 
定時株主総会予定 

普通株式 
利益 
剰余金 

115 3.00 
平成 20 年 
3 月 31 日 

平成 20 年 
6 月 30 日 

 

 

[連結キャッシュ・フロー計算書関係] 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 前連結会計年度  当連結会計年度

現 金 及 び 預 金 勘 定 3,994 百万円  2,751 百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 －百万円  －百万円

現金及び現金同等物 3,994 百万円  2,751 百万円
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① セグメント情報 
(1)事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度(自 平成 18 年 4 月 1日   至 平成 19 年 3 月 31 日) 

(単位：百万円) 

 医 薬 品
事 業

老人ホーム
運 営 事 業

そ の 他
の 事 業

計 
消 去 又 は 
全 社 

連 結

Ⅰ.売上高及び営業利益       

売 上 高   

(1)外部顧客に対する売上高 19,072 758 1,135 20,966 ― 20,966

(2)セグメント間の内部売上高 
   又は振替高 

― ― 33 33 (33) ―

計 19,072 758 1,169 20,999 (33) 20,966

営 業 費 用 17,997 555 1,028 19,581 (10) 19,570

営 業 利 益 1,075 202 140 1,418 (23) 1,395

Ⅱ.資産、減価償却費及び資本的支出       

資 産 15,373 ― 1,523 16,896 4,143 21,040

減 価 償 却 費 195 14 42 253 ― 253

資 本 的 支 出 140 24 11 175 ― 175

(注)1.事業区分の方法は製品・商品の種類、販売市場の類似性を考慮し、医薬品事業、老人ホーム運営事業、その他

の事業にセグメンテーションしております。 

2.各区分に属する主要製品・商品 

事 業 区 分 主要な製品・商品 

医 薬 品 事 業 医療用医薬品 

老 人 ホ ー ム 運 営 事 業 都市型介護付有料老人ホーム運営 

そ の 他 の 事 業 化粧品・健康食品等販売、安全性試験の受託等、病院内環境整備・衛生事業

3.当連結会計年度の営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

4.前連結会計年度において連結子会社でありましたウエルライフ㈱は、当連結会計年度に株式を売却したことに

伴い、連結の範囲から除外しております。当該除外は期末除外であるため、当該会社の当連結会計年度の業績

は、「老人ホーム運営事業」に含めております。 

5.従来、営業外収益に計上しておりました特許等実施料収入は、主たる営業活動の成果であること、また、金額

の重要性が増したため、当連結会計年度より売上高に含めて計上しております。この変更により、従来の方法

によった場合に比べ、当連結会計年度の「医薬品事業」の売上高及び営業利益は 110 百万円増加しております。 
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当連結会計年度(自 平成 19 年 4 月 1日   至 平成 20 年 3 月 31 日) 
(単位：百万円) 

 
事 業 

そ の 他 
計 

消 去 又 は 医 薬 品 
の 事 業 全 社 

連 結

Ⅰ.売上高及び営業利益    

売 上 高 

  

 

19,823 1,095 20,918 ― 20,918

(2)セグメント間の内部売上高 
   又は振替高 

― 39 39 (39) ―

計 19,823 1,134 20,957 (39) 20,918

営 業 費 用 18,716 1,068 19,784 (36) 19,747

営 業 利 益 1,106 66 1,173 ( 2) 1,170

Ⅱ.資産、減価償却費及び資本的支出      

資 産 17,219 1,514 18,733 3,031 21,764

減 価 償 却 費 239 43 282 ― 282

資 本 的 支 出 1,095 20 1,116 ― 1,116

(1)外部顧客に対する売上高 

(注)1.事業区分の方法は製品・商品の種類、販売市場の類似性を考慮し、医薬品事業、その他の事業にセグメンテー

ションしております。 

2.前連結会計年度末において連結子会社でありましたウエルライフ㈱は、前連結会計年度末に株式を売却したこ 

とに伴い、連結の範囲から除外しております。この処理に伴い、前連結会計年度にありました「老人ホーム運

営事業」のセグメントはなくなりました。 

3.各区分に属する主要製品・商品 

事 業 区 分 主要な製品・商品 

医 薬 品 事 業 医療用医薬品 

そ の 他 の 事 業 化粧品・健康食品等販売、安全性試験の受託等 

4.当連結会計年度の営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

5.「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」の有形固定資産の減価償却の方法に記載のとおり、

平成 19 年 4 月 1 日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更

しております。 

これに伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度の「医薬品事業」の営業費用 18 百万円及び、

「その他の事業」の営業費用 0百万円それぞれ増加し、営業利益が同額減少しております。 

 

 

(2)所在地別セグメント情報 

前連結会計年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日)及び当連結会計年度(自 平成19年4月1日 至 

平成20年3月31日) 

在外連結子会社が無いため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

(3)海外売上高 

前連結会計年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日)及び当連結会計年度(自 平成19年4月1日 至 

平成20年3月31日) 

海外売上高は、連結売上高の 10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 
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② リ ー ス 取 引 
リース物件の所有権が借主に移転するとみとめられるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
(単位：百万円) 

前連結会計年度 当連結会計年度 期 別 

科 目 
取 得 価 額  
相 当 額  

減価償却累計額
相 当 額

当期末残高
相 当 額

取 得 価 額
相 当 額

減価償却累計額 
相 当 額  

当期末残高
相 当 額

機械装置及び運搬具 54 17 37 51 22 29 

工 具 器 具 備 品 767 406 361 724 388 336 

その他(ソフトウェア等) 38 22 16 180 64 116 

合 計 860 445 415 957 474 482 

 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

 前連結会計年度  当連結会計年度

１ 年 内 157 百万円  179 百万円

１ 年 超 257 百万円  303 百万円

合 計 415 百万円  482 百万円

(注)未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支払利子
込み法により算出しております。 

 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 

 前連結会計年度  当連結会計年度

支 払 リ ー ス 料 193 百万円  217 百万円

減価償却費相当額 193 百万円  217 百万円

 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
 

23 



 

 
日本ケミファ㈱ (4539) 平成 20 年 3月期決算短信 

③ 関連当事者との取引 
前連結会計年度(自 平成 18 年 4 月 1日   至 平成 19 年 3 月 31 日) 

子会社等 
(単位：百万円) 

関係内容 

属性 会社名 住所 
資本金 
又は 
出資金 

事 業 の
内 容

議決権等
の所有（被
所有）割合

役員の
兼任等
事業上
の関係

取 引 の
内 容

取引 
金額 

科目 
期末 
残高 

関連会社 日本薬品工業㈱ 東京都 
千代田区 

160 
医薬品の
製造販売

（所有）
注 3 
直接50.0%

兼任
2人
営業
取引
商品の購
入 

1,974 
支払手形
及び 
買掛金 

868

関連会社 ジャパン 
ソファルシム㈱ 

東京都 
千代田区 

10 
医薬品の
仕入、輸
入販売等

（所有）
直接 5.0%
（被所有）
直接10.8%

兼任
1人
営業
取引

商品及び
原材料の
購入 

1,445 
支払手形
及び 
買掛金 

493

(注)1.取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

2.仕入その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 
3.このうち 33.3％については株券消費賃貸借契約による借り受けによるものであります。 
 
 
 

当連結会計年度(自 平成 19 年 4 月 1日   至 平成 20 年 3 月 31 日) 

子会社等 
(単位：百万円) 

関係内容 

属性 会社名 住所 
資本金 
又は 
出資金 

事 業 の
内 容

議決権等
の所有（被
所有）割合

役員の
兼任等
事業上
の関係

取 引 の
内 容

取引 
金額 

科目 
期末 
残高 

関連会社 日本薬品工業㈱ 東京都 
千代田区 

160 
医薬品の
製造販売

（所有）
注 3 
直接50.0%

兼任
2人
営業
取引
商品の購
入 

2,211 
支払手形
及び 
買掛金 

1,175

関連会社 ジャパン 
ソファルシム㈱ 

東京都 
千代田区 

10 
医薬品の
仕入、輸
入販売等

（所有）
直接 5.0%
（被所有）
直接10.8%

兼任
1人
営業
取引

商品及び
原材料の
購入 

1,610 
支払手形
及び 
買掛金 

617

(注)1.取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

2.仕入その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 
3.このうち 33.3％については株券消費賃貸借契約による借り受けによるものであります。 
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④ 税 効 果 会 計 
当連結会計年度(平成 20 年 3 月 31 日現在) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産)  

未払事業税 27 百万円 

未払賞与 225 百万円 

貸倒引当金 45 百万円 

販売促進引当金 93 百万円 

退職給付引当金 113 百万円 

退職慰労引当金 81 百万円 

その他有価証券評価差額金 71 百万円 

その他 204 百万円 

繰延税金資産小計 862 百万円 

評価性引当額 △  251 百万円 

繰延税金資産合計 611 百万円 

  

(繰延税金負債)  

土地再評価に係る繰延税金負債 1,589 百万円 

繰延税金負債合計 1,589 百万円 

繰延税金資産(負債(△))の純額 △  977 百万円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

(調整)  

永久に損金に算入されない費用項目 18.4％ 

住民税均等割 3.2％ 

試験研究費の税額控除 △   5.2％ 

評価性引当額の増減 2.4％ 

その他 △   2.0％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 57.5％ 
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⑤ 有 価 証 券 
前連結会計年度(平成 19 年 3 月 31 日現在) 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 
(単位：百万円) 

区 分 取 得 原 価 
連結貸借対照表 
計 上 額 

差 額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

   

株 式 609 724 115 

小 計 609 724 115 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

   

株 式 570 495 △ 74 
そ の 他 86 86 △  0 

小 計 657 582 △ 75 

合 計 1,266 1,306 40 
 
 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
(単位：百万円) 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 

474 387 ― 

 

 

４．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

(2)その他有価証券 

非上場株式   69 百万円 
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当連結会計年度(平成 20 年 3 月 31 日現在) 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 
(単位：百万円) 

区 分 取 得 原 価 
連結貸借対照表 
計 上 額 

差 額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

   

株 式 140 185 44 

小 計 140 185 44 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

   

株 式 1,090 874 △215 
そ の 他 83 78 △  5 

小 計 1,173 952 △220 

合 計 1,313 1,138 △175 

(注)当連結会計年度において、その他有価証券について 202 百万円減損処理を行っております。 
 
 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 
 

４．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

(2)その他有価証券 

非上場株式   69 百万円 
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⑥ デリバティブ取引 
前連結会計年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日)及び当連結会計年度(自 平成19年4月1日 至 

平成20年3月31日) 

当社において、オプション付定期預金及び金利スワップ取引を行っておりますが、投機的な取引は行

わず、取引額も少額なものに限定する方針であります。オプション付定期預金については、利息の受取

額にのみリスクが限定された金融商品であるため、記載を省略しております。 
 
 

⑦ 退 職 給 付 
１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職

一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

提出会社日本ケミファ㈱については、昭和 62 年から段階的に行っていた退職一時金制度から適格退

職年金制度への移行が平成 4年に完了しております。 

 
２．退職給付債務に関する事項 

 前連結会計年度  当連結会計年度

(1)退職給付債務 △4,268 百万円  △4,318 百万円

(2)年金資産 4,223 百万円  3,667 百万円

(3)未積立退職給付債務  (1)+(2) △   44 百万円  △  650 百万円

(4)未認識数理計算上の差異 △  256 百万円  308 百万円

(5)未認識過去勤務債務(債務の減額) －百万円  61 百万円

(6)連結貸借対照表計上純額  (3)+(4)+(5) △  301 百万円  △  279 百万円

(7)前払年金費用 －百万円  －百万円

(8)退職給付引当金  (6)-(7) △  301 百万円  △  279 百万円

(注)1.当社が有する厚生年金基金は総合設立型であるため計上しておりません。なお、厚生年金基金の会社拠出分

に係る年金資産は 2,194 百万円(前連結会計年度 2,404 百万円)であります。 

2.連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 
３．退職給付費用に関する事項 

 前連結会計年度  当連結会計年度

(1)勤務費用 346 百万円  345 百万円

(2)利息費用 104 百万円  107 百万円

(3)期待運用収益 △  101 百万円  △  105 百万円

(4)数理計算上の差異の費用処理額 8 百万円  2 百万円

(5)過去勤務債務の費用処理額 －百万円  6 百万円

(6)退職給付費用((1)+(2)+(3)+(4)+(5)) 358 百万円  356 百万円

(注)1.勤務費用は厚生年金基金に対する拠出額から従業員拠出額を控除した額を含めて計上しております。 

2.簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(1)勤務費用」に計上しております。 

 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 前連結会計年度  当連結会計年度

(1)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準  期間定額基準

(2)割引率 2.50％  2.50％

(3)期待運用収益率 2.50％  2.50％

(4)数理計算上の差異の処理年数 11 年  11 年

(5)過去勤務債務の額の処理年数  11 年
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⑧ 1 株当たり情報 
 前連結会計年度  当連結会計年度

１株当たり純資産額 177 円 36 銭  181 円 99 銭

１株当たり当期純利益 9 円 59 銭  10 円 22 銭
 
(注)前連結会計年度及び当連結会計年度の潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益金額については、

潜在株式がないため記載しておりません。なお、1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

 前連結会計年度  当連結会計年度

連結損益計算書上の当期純利益 366 百万円  390 百万円

普通株式に係る当期純利益 366 百万円  390 百万円

普通株主に帰属しない金額 －  －

普通株主の期中平均株式 38,183 千株  38,161 千株
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５．個別財務諸表等 

(１)貸借対照表 
(単位：百万円) 

前事業年度 

(平成 19 年 3 月 31 日) 

当事業年度 

(平成 20 年 3 月 31 日) 
増 減 期 別 

科 目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（資 産 の 部） ％ ％ 

流 動 資 産 9,649 47.5 9,443 45.3 △  205

現 金 及 び 預 金 3,713 2,558  △1,155

受 取 手 形 201 334  133

売 掛 金 3,529 3,561  31

製 品 及 び 商 品 1,041 2,005  963

原 材 料 153 153  0

仕 掛 品 125 147  22

貯 蔵 品 10 10  △    0

前 払 費 用 135 136  0

短 期 貸 付 金 250 ―  △  250

未 収 入 金 102 132  29

繰 延 税 金 資 産 380 366  △   14

そ の 他 3 36  33

固 定 資 産 10,652 52.5 11,389 54.7 736

有 形 固 定 資 産 7,141 35.2 7,906 38.0 764

建 物 1,479 2,025  546

構 築 物 50 49  △    1

機 械 装 置 284 475  191

車 両 運 搬 具 0 0  0

工 具 器 具 備 品 132 159  27

土 地 5,194 5,194  ―

無 形 固 定 資 産 21 0.1 45 0.2 24

ソ フ ト ウ エ ア ― 24  24

電 話 加 入 権 21 21  ―

投 資 そ の 他 の 資 産 3,489 17.2 3,437 16.5 △   51

投 資 有 価 証 券 1,376 1,207  △  168

関 係 会 社 株 式 614 603  △   10

長 期 貸 付 金 0 0  ―

従業員長期貸付金 10 9  △    1

関係会社長期貸付金 599 350  △  248

長 期 前 払 費 用 35 15  △   19

敷金及び差入保証金 163 168  4

繰 延 税 金 資 産 298 220  △   78

長 期 預 金 ― 600  600

そ の 他 511 373  △  137

貸 倒 引 当 金 △   119 △   111  8

繰 延 資 産 10 0.0 5 0.0 △    4

社 債 発 行 費 10 5  △    4

資 産 合 計 20,311 100.0 20,837 100.0 526
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(単位：百万円) 

前事業年度 

(平成 19 年 3 月 31 日) 

当事業年度 

(平成 20 年 3 月 31 日) 
増 減 期 別 

科 目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（負 債 の 部） ％ ％ 

流 動 負 債 9,073 44.7 9,508 45.6 435

支 払 手 形 2,136 2,602  465

買 掛 金 1,309 1,739  429

短 期 借 入 金 820 264  △  556

一年内償還予定の社債 420 320  △  100

一年内返済予定の長期借入金 1,805 1,481  △  324

未 払 金 106 287  181

未 払 法 人 税 等 365 248  △  117

未 払 消 費 税 等 80 ―  △   80

未 払 費 用 1,206 1,389  182

預 り 金 331 276  △   54

前 受 収 益 252 252  △    0

返 品 調 整 引 当 金 4 5  1

販 売 促 進 引 当 金 214 230  16

設 備 関 係 支 払 手 形 14 409  394

そ の 他 5 1  △    3

固 定 負 債 4,641 22.8 4,639 22.3 △    2

社 債 830 510  △  320

長 期 借 入 金 1,416 2,102  686

退 職 給 付 引 当 金 277 251  △   25

退 職 慰 労 引 当 金 528 185  △  343

再評価に係る繰延税金負債 1,589 1,589  ―

負 債 合 計 13,715 67.5 14,148 67.9 433

（純 資 産 の 部）    

株 主 資 本 4,539 22.3 4,760 22.8 221

資 本 金 4,304 21.2 4,304 20.6 ―

資 本 剰 余 金 0 0.0 0 0.0 0

そ の他資本剰余金 0 0  0

利 益 剰 余 金 310 1.5 544 2.6 234

利 益 準 備 金 ― 7  7

そ の他利益剰余金 310 537  226

 繰 越 利 益 剰 余 金 310 537  226

自 己 株 式 △    76 △  0.4 △    89 △  0.4 △   13

評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,056 10.2 1,928 9.3 △  128

その他有価証券評価差額金 23 0.2 △   104 △  0.5 △  128

土 地 再 評 価 差 額 金 2,033 10.0 2,033 9.8 ―

純 資 産 合 計 6,596 32.5 6,689 32.1 92

負 債 純 資 産 合 計 20,311 100.0 20,837 100.0 526
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(２)損益計算書 
(単位：百万円) 

前事業年度 
自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日 

当事業年度 
自 平成19年4月 1日 
至 平成20年3月31日 

増 減 期 別 
 

科 目 
金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

営 業 収 益  ％  ％ 

売 上 高 19,072 100.0 19,823 100.0 750

営 業 費 用    

売 上 原 価 7,797 40.9 8,310 41.9 513

返品調整引当金繰入額 2 1  △    0

販売費及び一般管理費 8,751 45.9 9,066 45.7 315

研 究 開 発 費 1,446 7.6 1,337 6.8 △  108

営 業 費 用  計 17,997 94.4 18,716 94.4 718

営 業 利 益 1,075 5.6 1,106 5.6 31

営 業 外 収 益    

受 取 利 息 15 29  13

受 取 配 当 金 20 28  7

不 動 産 等 賃 貸 料 32 33  0

そ の 他 29 17  △   12

営 業 外 収 益  計 99 0.5 108 0.5 9

営 業 外 費 用    

支 払 利 息 109 111  1

手 形 売 却 損 51 60  9

支 払 手 数 料 76 68  △    7

そ の 他 61 71  9

営 業 外 費 用  計 298 1.5 312 1.5 13

経 常 利 益 875 4.6 903 4.6 27

特 別 利 益    

投資有価証券売却益 387 ―  △  387

関係会社株式売却益 785 238  △  547

特 別 利 益  計 1,173 6.2 238 1.1 △  935

特 別 損 失    

た な 卸 資 産 廃 棄 損 102 ―  △  102

固 定 資 産 除 却 損 ― 48  48

投資有価証券等評価損 ― 212  212

関係会社株式評価損 533 ―  △  533

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 5 31  25

社 葬 費 用 ― 28  28

特 別 損 失  計 640 3.4 319 1.6 △  321

税 引 前 当 期 純 利 益 1,408 7.4 821 4.1 △  586

法人税、住民税及び事業税 736 3.9 330 1.6 △  406

法 人 税 等 調 整 額 △   315 △  1.7 180 0.9 496

当 期 純 利 益 988 5.2 311 1.6 △  676
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(３)株主資本等変動計算書 

前事業年度(自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3 月 31 日) 

(単位：百万円) 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益 
剰余金 

 
資本金 その他資本 

剰余金 繰越利益 
剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

平成 18 年 3月 31 日残高 4,304 0 △ 677 △  67 3,559

事 業 年 度 中 の 変 動 額  

当期純利益 ― ― 988 ― 988

自己株式の取得 ― ― ― △   9 △   9

自己株式の処分 ― 0 ― 0 0

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額） 

― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 ― 0 988 △   8 979

平成 19 年 3月 31 日残高 4,304 0 310 △  76 4,539

 

評価・換算差額等 
 その他有価証

券評価差額金
土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成 18 年 3月 31 日残高 327 2,033 2,360 5,920 

事 業 年 度 中 の 変 動 額  

当期純利益 ― ― ― 988 

自己株式の取得 ― ― ― △   9 

自己株式の処分 ― ― ― 0 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額） 

△ 303 ― △ 303 △ 303 

事業年度中の変動額合計 △ 303 ― △ 303 675 

平成 19 年 3月 31 日残高 23 2,033 2,056 6,596 
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当事業年度(自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3 月 31 日) 
(単位：百万円) 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益
剰余金 

 
資本金 その他資本

剰余金 
利益準備金

繰越利益 
剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

平成 19 年 3月 31 日残高 4,304 0 ― 310 △  76 4,539

事 業 年 度 中 の 変 動 額   

剰余金の配当 ― ― 7 △  84 ― △  76

当期期純利益 ― ― ― 311 ― 311

自己株式の取得 ― ― ― ― △  14 △  14

自己株式の処分 ― 0 ― ― 0 0

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額） 

― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 ― 0 7 226 △  13 221

平成 20 年 3月 31 日残高 4,304 0 7 537 △  89 4,760

 

評価・換算差額等 
 その他有価証券

評価差額金 
土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成 19 年 3月 31 日残高 23 2,033 2,056 6,596 

事 業 年 度 中 の 変 動 額  

剰余金の配当 ― ― ― △  76 

当期純利益 ― ― ― 311 

自己株式の取得 ― ― ― △  14 

自己株式の処分 ― ― ― 0 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額） 

△ 128 ― △ 128 △ 128 

事 業年度の変動額合計 △ 128 ― △ 128 92 

平成 20 年 3月 31 日残高 △ 104 2,033 1,928 6,689 
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(４)財務諸表作成のための基本となる事項 
１．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

時価のあるもの……決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は、移動平均法により算定) 

時価のないもの……移動平均法による原価法 

(2)たな卸資産 

先入先出法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成 10 年 4 月 1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、法人税法に定

める定額法を採用しております。 

(2)無形固定資産 

定額法を採用しております。 

 

３．繰延資産の処理方法 

社債発行費 

社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。 

ただし、前々事業年度以前に発行した社債に係る社債発行費については、3 年間で均等償却を行っ

ております。 
 

４．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

期末の債権に対する貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(11年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。 

過去勤務債務については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(11 年)による定額法により按分した額を発生の事業年度より費用処理しております。 

(3)退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規による期末要支給額を計上しております。 

(4)返品調整引当金 

返品による損失に備えるため、法人税法に定める限度相当額を計上しております。 

(5)販売促進引当金 

販売した製品・商品に対する将来の販売促進費の支出に備えるため、直近の実績を基礎にして計上

しております。 
 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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６．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、特例処理によっております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金の利息 

(3)ヘッジ方針 

金利の変動によるリスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っておりますが、投機的な取引は

行っておりません。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しており

ます。 

 

７．消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。 

 

  

 

(５)財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

(有形固定資産の減価償却の方法) 

当事業年度から、法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律 平成 19 年 3 月 30 日 法律第

6号)及び(法人税法施行令の一部を改正する政令 平成 19 年 3月 30 日 政令第 83 号))に伴い、平成 19

年 4 月 1日以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。 

これに伴い、従来の方法によった場合に比べ、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益はそれぞれ 18 百万円減少しております。 

 

  

 

 (６)表示方法の変更 

(貸借対照表) 

前事業年度において、投資その他の資産の「その他」に含めておりました「長期預金」は、当事業年

度において、総資産額の 100 分の 1を超えたため、区分掲記することに変更いたしました。 

なお、前事業年度の投資その他の資産の「その他」に含まれる「長期預金」は、100 百万円でありま

す。 
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(７)個別財務諸表に関する注記事項 

[貸借対照表関係] 

 前事業年度  当事業年度

１．有形固定資産の減価償却累計額 10,603 百万円  10,014 百万円

  

２．担保に供している資産  

      有 形 固 定 資 産 6,000 百万円  6,346 百万円

      投 資 有 価 証 券 415 百万円  244 百万円

    担 保 付 債 務  

      短 期 借 入 金 320 百万円  264 百万円

      一年内返済予定の長期借入金 1,231 百万円  673 百万円

      長 期 借 入 金 528 百万円  849 百万円

  

３．偶 発 債 務 160 百万円  70 百万円

  

４．受 取 手 形 割 引 高 3,040 百万円  2,930 百万円

  

５．会社が発行する株式 普通株式 154,000,000 株 普通株式 154,000,000株

    発 行 済 株 式 総 数 普通株式 38,522,301 株 普通株式 38,522,301 株

    自 己 株 式 数 普通株式 140,514 株 普通株式 166,564 株

  

６．関係会社に対する負債  

      支 払 手 形 1,016 百万円  1,446 百万円

      買 掛 金 349 百万円  350 百万円

  

７．土地の再評価に関する法律(平成10年3月31日公布法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を行い、再

評価に係る繰延税金負債を負債の部に、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。 

土地の再評価に関する法律施行令(平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号)第 2 条第 4 号に基づいて算定

しております。 

 前事業年度 当事業年度

再評価を行った年月日 平成 12 年 3月 31 日 平成 12 年 3月 31 日

再評価を行った土地の期末における 
時価と再評価後の帳簿価額との差額 

△1,245 百万円 △1,162 百万円
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[損益計算書関係] 

 前事業年度  当事業年度

１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額  

      広 告 宣 伝 費 210 百万円  214 百万円

      販 売 促 進 費 2,173 百万円  2,390 百万円

      給 料 諸 手 当 3,794 百万円  3,843 百万円

      旅 費 交 通 費 595 百万円  594 百万円

      手 数 料 798 百万円  810 百万円

      研 究 開 発 費 1,446 百万円  1,337 百万円

 

 
 
[株主資本等変動計算書関係] 

前事業年度(自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3 月 31 日) 

 

  自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 128,270 13,144 900 140,514 

 （変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加              13,144 株 
 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買増しによる減少                 900 株 

 

 

 

当事業年度(自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3 月 31 日) 

 

  自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 140,514 27,550 1,500 166,564 

 （変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加              27,550 株 
 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買増しによる減少               1,500 株 
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[リース取引関係] 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

(単位：百万円) 

前事業年度 当事業年度  

取得価額相当額 
減価償却累計額
相 当 額

期末残高相当額取得価額相当額
減価償却累計額 
相 当 額 

期末残高相当額

工 具 器 具 備 品 746 396 349 704 374 329

その他(ソフトウェア等) 50 25 24 189 67 121

合 計 796 422 374 893 442 451

 

２．未経過リース料期末残高相当額 

 前事業年度  当事業年度

１ 年 内 145 百万円  168 百万円

１ 年 超 228 百万円  282 百万円

合 計 374 百万円  451 百万円

(注)未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支払利子込み

法により算出しております。 

 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

 前事業年度  当事業年度

支 払 リ ー ス 料 183 百万円  206 百万円

減価償却費相当額 183 百万円  206 百万円

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 

[有価証券関係] 

前事業年度及び当事業年度 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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[税効果会計関係] 

 

当事業年度 
 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産)  

未払事業税 24 百万円 

未払賞与 220 百万円 

貸倒引当金 45 百万円 

販売促進引当金 93 百万円 

退職給付引当金 102 百万円 

退職慰労引当金 75 百万円 

その他有価証券評価差額金 71 百万円 

その他 86 百万円 

繰延税金資産小計 719 百万円 

評価性引当額 △  132 百万円 

繰延税金資産合計 586 百万円 

  

(繰延税金負債)  

再評価に係る繰延税金負債 1,589 百万円 

繰延税金負債合計 1,589 百万円 

繰延税金資産(負債(△))の純額  △1,002 百万円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

(調整)  

永久に損金に算入されない費用項目 20.3％ 

住民税均等割 3.5％ 

試験研究費の税額控除 △   5.8％ 

評価性引当額の増減 3.5％ 

その他 0.0％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 62.2％ 

 

[1 株当たり情報] 

 

 前事業年度  当事業年度

１株当たり純資産額 171 円 86 銭  174 円 40 銭

１株当たり当期純利益 25 円 74 銭  8 円 11 銭
 
(注) 前事業年度及び当事業年度の潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額については、潜在株式がない

ため記載しておりません。なお、1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

 前事業年度  当事業年度

損益計算書上の当期純利益 988 百万円  311 百万円

普通株式に係る当期純利益 988 百万円  311 百万円

普通株式に帰属しない金額 －  －

普通株式の期中平均株式数 38,387 千株  38,365 千株
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６．役員の異動（平成 20 年 6月 27 日付予定） 

 

１．役員の異動 

(1) 新任取締役候補 
 
取締役 執行役員   森      治 樹  （現 執行役員 営業管理センター担当兼管理部長） 

 
 
(2) 新任監査役候補 
 
社外監査役        進 藤   直 滋  （現 公認会計士 監査法人Ａ＆Ａパートナーズ 代表社員） 

〔非常勤〕 
  
(3) 退任予定監査役 
 
社外監査役        舘 野   完   

〔非常勤〕 
 
 

２．執行役員の異動 

(1) 昇格予定執行役員 
 
取締役 

常務執行役員      矢 田   弘 道  （現  取締役 執行役員） 
 

(2) 新任執行役員候補 
 
執行役員          安 本   昌 秀  （現  総合企画室長） 


